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Ⅰ．はじめに 

 新学習指導要領では，教科等を超えたすべての学習

の基盤として育まれ活用される資質・能力の一つとし

て，情報技術が急速に進化していく時代にふさわしい

情報モラルを身に付けていく必要があるとされている
(1)．また，新学習指導要領の教科「情報」の教育内容の

見直しにおいても，「情報Ⅰ」の科目の導入として，「情

報モラルを身に付けさせ情報社会と人間との関わりに

ついて考えさせることとして，内容を構成することが

適当である．」と述べられている(1)． 

 以上のことから，これからも継続して，小学校から

高等学校を通した情報モラル教育の必要性がわかる． 

筆者らは，これまでも，対処的なルールを身につける

だけではなく，それらのルールの意味を正しく理解し

新たな場面でも正しい行動がとれる(2)ことを目指して，

生徒自身にルールを考えさせる指導法（以下，ルール

作成型指導法）に着目してきた(3)．なぜなら，社会心理

学や認知心理学の知見から，ルールが作成されたから

といって必ずしも行動の変化が起こるわけではないが，

行動の変容をもたらす可能性はあると考えられるから

である(4)(5)． 

これまでに筆者らが提案したルール作成型の指導法
(3)は，U 曲線モデルを援用している．U 曲線モデル(6)と

は O.シャーマーが提唱したアイディア生成における

意識の変容プロセスをモデル化した理論であり，

Downloading：現状を認識する， Seeing：視野を広げる，

Sensing：変化の必要性を感じ取る，Presensing：変化を

受け入れ再構築する，Crystallizing：明確化し外化する，

Prototyping：シミュレーションを行う，Performing：実

社会で行動するの 7 つのステップから成る．この筆者

らが提案した指導法は，時間的制約も考慮し，まず事

例を示し，それに対して思いつくことを挙げてもらい，

その後，知識を教授していた．しかし，これに対して

受動的な知識の受容よりも，積極的に問題と関わるこ

とが必要という指摘もあった．そこで，自分の行為を

客観視することから始め，SNS の利用方法に対する自

己分析や内省活動を取り入れる新たな指導法を提案す

ることとした． 

本研究の最終目的としては，自分の SNS の使い方を

内省する活動を取り入れたルール作成型指導法を提案

し，学習者が質の高いルールを作成できることを目標

とする．そのために，まず本稿では，自己分析を取り

入れた効果や内省活動に至る方法を，授業実践を通し

て検討することを目的とする．なお，本研究では，観

察可能な行動レベルで記述させたルールを行動基準と

呼び，行動基準を作成できることを目指す． 

Ⅱ．研究の方法 

 まず，U 理論(6)に沿って，学習活動を設定し，授業計

画を立てた．そして，その効果や，自己分析の有無で，

学習者の立てた行動基準に違いが出るのか等を高等学

校で授業実践を行い，検証した． 

 

1．学習活動の設定 

（1）Downloading：現状を認識する 

始めに，学習テーマに関する事前調査などを行い，

その結果を学習者に提示する．その結果から，学習テ

ーマに関する自身の行動や考え方について自己分析を

行い，学習テーマに対する現状の知識や考え方を整理

させることで，自身の認識を明確にする． 

（2）Seeing：視野を広げる 

学習者には，情報モラルの問題場面が与えられる．

学習者は，与えられた問題場面に登場する人物の立場
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になって，どのような状況にいるか，どんな気持ちな

のかを考える．登場人物の心情を考えることで，自分

以外の立場や考え方に目を向けさせる． 

（3）Sensing：他者の視点を取り入れ変化の必要性を感

じ取る 

学習者はペアやグループを作り，Seeing で各自が挙

げた考えを共有する．また，自分たちが挙げた意見以

外にも，考えられる気持ちや状況がないかを話し合わ

せる．他者の意見を知ることで，他者の視点を意識さ

せ，他者の意見を取り入れて自身の考え方の枠組みを

拡張させたり，変化させたりする必要性に気付かせる

ことを目指す． 

（4）Presensing：変化を受け入れ再構築する 

Sensing で共有したり話し合ったりした意見をもと

に，学習テーマに関する自分自身の考え方や行動につ

いて内省活動を行う．話し合いの後に自己のこれまで

の行動や考え方について再度振り返らせることで，テ

ーマに対する自身の枠組みを作り替える必要性を強く

感じさせ，自身の既存の枠組みを作り替えることに対

する不安を乗り越えさせることを狙う． 

（5）Crystallizing：明確化し外化する 

最後に，学習者は学習テーマに関する行動基準を作

成する．この際，クリーン・ランゲージ(7)に基づく質問

を使用することで行動基準の作成を支援する．これま

での学習活動を通して，学習者が再構成した情報モラ

ルを行動基準という形で整理，明確化する． 

 

2．授業実践の概要 

 学習テーマを「SNS のコミュニケーション」にし，

設定した学習活動に沿った授業実践を行った． 

対象は，愛知県内の公立高校 2 年生，計 40 名（実験

群・統制群 各 20 名）である．そのうちすべてのデー

タがそろったのは 33 名（実験群 18 名・統制群 15 名）

であった． 

また，提案した学習活動を支援するためにマイクロ

ソフト社のエクセル 2016(8)を用いて教材を作成した．

エクセル教材は，マクロを利用し，事前調査で答えた

自分の回答を自己分析や内省活動に使用できるように

なっている．生徒は指示されたシートに選択や入力を

行い，活動ごとにシートをクリックして進めて使用す

る．授業時間は 90 分で，コンピュータ室で一人 1 台の

デスクトップ型のコンピュータを使用した． 

 

3．授業の流れ 

授業の流れは図 1 の通りである．実験群の活動は，

上記 1 で設定した学習活動と対応している． 

（1）SNS の使い方の事前調査と自己分析 

まず，現状を認識するために，生徒はエクセル教材

を用いて，SNS の利用状況，SNS への意識，SNS に関

する知識問題，SNS の返信の仕方を問う問題に回答し

た．SNS の意識調査は，ベネッセの中高生の ICT 利用

実態調査(9)の質問項目を参考に作成した．生徒は「SNS

の返信」，「SNS のやりとり」，「SNS の人付き合い」，

「SNS に対する評価」の 4 項目について回答した．SNS

の知識問題（5 問）と SNS の返信の仕方を問うスキル

問題（3 問）に関しては，子どもたちのインターネッ

ト利用について考える研究会のオンラインコミュニケ

ーション能力モデル(10)を参考に作成した．知識問題に

ついては，生徒がすべての知識問題を回答後にボタン

をクリックすることで，正誤判定が出るようにし，フ

ィードバックを返した． 

次に，知識問題を除く調査結果については，エクセ

ル教材の自己分析用のシートをクリックすると，自分

の回答が項目ごとに表示されるようになっている．統

制群は，事前調査の結果を確認するだけである．一方，

実験群は事前調査の結果を見ながら，上記の 4 項目ご

とに，自分の過去の経験を思い出し，どんな使い方の

傾向があるかを自己分析し，エクセル教材に入力した． 

（2）事例の分析 

視野を広げて他者の視点を取り入れるために，SNS

の投稿における問題事例を生徒に提示した．生徒は，

まずは一人で登場人物の気持ちになって，どう感じる

かを考えプリントに記入した．事例は，事前の知識問

題で参考にしたオンラインコミュニケーション能力モ

デル(10)のステップ 2-4 の「能力（スキル）」，「知識」を

参考に作成し，可能な限り要素を網羅できるように構

成した．事例は 3～4 人の人物が SNS 上でメッセージ

のやり取りをしている形で与えられる．登場人物は，

メッセージのやり取りの中で不快な思いをした人物，

不快な思いをさせてしまった人物，その他のやり取り

に参加している人物である．また，事例場面は，人に

よっては不快に思わないようなものを選んでいる．こ

の理由は，この後のペアワークで，同じ状況でも不快

図 1 授業実践の流れ 

実験群 統制群

自己分析

3つの事例の分析

ペアワーク ペアワーク

3つの事例の分析を共有 5つの事例の分析を共有

事前調査

内省活動　ペアワークのまとめと振り返り

行動基準の作成

事後調査

5つの事例の分析

－ 18 －



内省活動を取り入れた情報モラルのルール作成型指導法の検討 

 

と思うものと不快に思わないものとに分かれ，自身と

の感じ方の違いに気づくことを期待してのことである． 

（3）ペアワークによる共有と話し合い 

生徒は，ペアを作り 2 つの活動を行った．まず，一

人で考えた登場人物の気持ちを話し合い，互いの意見

を共有した．その際，もし自分と違う意見があれば，

その意見を書き足した．次に，共有した意見以外に，

考えられる登場人物の気持ちや状況がないか意見を出

し合った． 

上記(2)と(3)の活動は，実験群では 3 つの事例を扱い，

統制群では自己分析を行わなかったため 5 つの事例を

扱った． 

（4）SNS の使い方に関する内省活動 

ペアワークの終了後，SNS のコミュニケーションや

自分の SNS の使い方について気づいたことや振り返

りをエクセル教材に記述した． 

（5）行動基準の作成 

これまでの学習活動を通して，学習者が再構築した

SNSの使い方を行動基準という形で整理，明確化する．

今回は，学習時間の都合から作成する行動基準は 3 つ

とした． 

行動基準作成の際は，クリーン・ランゲージ(7)に基づ

いた質問を用いて活動を支援した．質問の手順は，ま

ず①『「SNS を活用していくため」に大切だと思うこと

は何ですか』と理想状態を尋ねる質問を行った．次に

②「質問①で挙げたことのために，自分ができること

は何ですか．」のように理想状態実現のための行動を具

体化する質問を行った．この際，「○○の時，△△する」

といったように具体的な場面を想定して記述してもよ

いというように指示を与えた．最後に③具体化した行

動が実現可能か問うために，上記②で作成した行動基

準を自己評価した．自己評価は，子どもたちのインタ

ーネット利用を考える研究会第 5 期報告書(11)を参考に，

作成した行動基準に対して「実際に行うとしたら容易

にできるかどうか」「実際に行動をしようと思うか」「そ

の行動で根拠をもってトラブルを回避できるか」「行動

するために適切な方法について理解しているか」をそ

れぞれ 7 段階で評価した． 

最後に授業に対する感想を聞くため事後調査を行っ

た． 

Ⅲ．結果と考察 

1．評価の方法と結果と考察 

 1 章で述べたように本稿の目的は，自己分析を取り

入れた効果や内省活動に至る方法を，授業実践を通し

て検討することである．そこで，評価の観点として，

自己分析が適切に行えているか，自己分析の有無によ

る事例への気づきや内省活動の比較，行動基準の評価

を行った． 

（1）自己分析が適切に行えていたか 

 自己分析が行えていたかどうかを確認するために，

実験群が行った自己分析を表 1 のような採点基準に基

づいて評価した．自己分析では，SNS の返信，SNS 上

のやり取り，SNS 上の人付き合い，SNS に対する評価

の 4 項目に対して，自分の経験と傾向を書いた．そこ

で，項目と経験と傾向の分析が一致しているかどうか

で採点した． 

 その結果，平均点が 12 点満点中 8.7 点であり，また

全員が 3 項目以上を分析していることから，自己分析

はできているといえる．ただし，今回の採点基準では，

自己分析の内容の深さまでは測れていない． 

（2）事前の知識問題の比較 

 実験群と統制群の事前の知識問題とスキル問題（満

点 11）の得点に差があるかを比較した（表 2）．分散分

析を行った結果，統制群のテストの平均が，実験群よ

り有意に高かった（F(1,31)=10.65, p<.01）．よって，群

間に事前の差があり，統制群の方が SNS のコミュニケ

ーションに対する知識やスキルが高いことがわかった．  

 

（3）ペア活動や内省活動の記述数の比較 

 自己分析を行った実験群と行わなかった統制群で，

ペアワークでの事例に対する気づきの種類の数や内省

活動での気づきの種類の数に差があるかどうかを比較

した（表 3）．分散分析の結果，ペアワークでの 1 事例

表 2 事前テストの両群の得点の平均値 

 実験群 統制群 

N 18 15 

Mean 3.61 5.47 

表 1 自己分析の採点基準 

 2 点 1 点 0 点 

SNS の返信，SNS 上の

やりとり，SNS 上の人

付き合いについて 

意識調査やスキル調査を参

考に返信の傾向を的確に分

析できている 

傾向を分析しているが，

質問項目から分析はあま

りされていない 

傾向を分析できていない

SNS に対する評価 
質問項目などと一致した根

拠が具体的にかかれている 

根拠が具体的に書かれて

いるが，質問項目とは一

致しない 

根拠が具体的に書かれて

いない 
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当たりの気づきの種類の数には差が見られなかった

（F(1, 30)=0.74, n.s.）．一方，内省活動における気づきの

種類の数は，統制群の方が有意に多かった（F(1, 

31)=4.27, p<.05）．このことから，自己分析で自分の経

験を考えるよりも，与えられた事例の種類を多くこな

した統制群の方が，内省活動の気づきの種類が多くな

ったことがわかる． 

 

（4）行動基準の評価 

 行動基準は一人 3 つ作成した．統制群は 15 名いる

ため 45 の行動基準ができる予定だったが，行動基準

を 1 つのみ作成した生徒が 1 名，2 つ作成した生徒が

3 名いたため，全部で 40 の行動基準が作成された．実

験群は 18 名が全員 3 つずつ行動基準を作成したため，

54 の行動基準が作成された． 

すべての行動基準について「実際に行うとしたら容

易にできるかどうか」「実際に行動をしようと思うか」

「その行動で根拠をもってトラブルを回避できるか」

「行動するために適切な方法について理解しているか」

の観点で自己評価を行った．表 4 は自己評価の項目ご

とに，自分が立てた行動基準について「できる/そう思

う」「できない/そう思わない」（「どちらとも言えない」

を含む）と評価した行動基準の数をまとめたものであ

る．直接確率計算を行ったところ，すべての項目につ

いて実験群と統制群の行動基準の評価の偏りは見られ

なかった．そこで，実験群と統制群をあわせて直接確

率計算を行ったところ，全ての項目に対して「できる

/そう思う」と自己評価した行動基準が有意に多かった．

このことから，生徒は自分自身が立てた行動基準は実

現可能であると評価していることがわかる． 

また，表 5 の採点基準に従って筆者らが行動基準の

採点を行った．各採点基準の下には，採点結果として

行動基準の合計数を示した．各項目の群ごとの個数の

偏りを見るために直接確率計算を行った．その結果，

「行動の手順」のみ有意差がみられ，（p=0.013, 両側検

定），実験群の「どのように行動するかの手順や注意点

が書かれていない」行動基準が多く，統制群のそれが

少ないことがわかった．これは，事前の知識の差より

生まれている可能性が考えられる．それ以外の項目に

ついては，実験群と統制群の数の偏りはなかった． 

そこで，それ以外の項目について実験群と統制群の

行動基準の数をあわせて，カイ二乗検定を行った．そ

の結果「行動の容易さ」（χ2(2)=41.13, p<.01）と「SNS

の内容」（χ2(2)=127.81, p<.01）について有意差が見ら

れた．残差分析によると，「行動の容易さ」については，

「何を行動するかが書かれているが，実行することは難

しい」が有意に少ない．つまり「何を行動するかが書

かれており，実行することが容易である」か「何を行

動するかが書かれていない」行動基準の二つに分かれ

ていることがわかる．また，「SNSの内容」については，

「オンラインコミュニケーションに関する内容であり，

トラブルの回避に役立つものである」が最も多かった．

つまり，学習したテーマを反映した行動基準であった

といえる．一方，「活動からの気づき」は「ペアワーク

で聞いた考えや出し合った意見を取り入れた行動基準

である」に該当するものがなかったため，残りの 2 つ

で直接確率計算を行ったところ，有意差は見られなか

った．つまり，約半分は活動以外の行動基準であり，

残りの半分も他者の意見を取り入れた行動基準には至

っていないことがわかる． 

表 3 ペアワークでの 1 事例当たりの気づきの種類の数の

平均値と内省活動における気づきの種類の数の平均値 

 実験群 統制群 

N 18 14 

ペアワーク 2.36 2.47 

N 18 15 

内省活動 2.11 2.47 

表 4 行動基準の自己評価別の行動基準の合計数 

自己評価項目 群 できる/そう思う できない/そう思わない

容易にできるか 
実験群（N=54) 48 6 

統制群（N=40) 39 0 

実行しようと思うか 
実験群（N=54) 49 2 

統制群（N=40) 39 0 

根拠をもってその行動でトラブルが回

避できるか 

実験群（N=54) 48 3 

統制群（N=40) 35 3 

行動するための適切な方法を理解して

いるか 

実験群（N=54) 46 5 

統制群（N=40) 32 7 
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以上の自己評価と筆者らの採点結果から，ある程度

実行可能な行動基準を立てられたことがわかる．しか

し，他者の意見を取り入れたり，実行するための手順

が明らかになったりするまでには至っていないことが

明らかになった． 

Ⅳ．おわりに 

 自己分析と内省活動を取り入れた情報モラルのルー

ル作成型指導法を提案し，実践を通して検討を行った．

今回は特に，自己分析の有無と内省活動に至る方法に

ついて検証した． 

その結果，生徒が立てた行動基準は，生徒自身にと

って実行可能であると感じられるものであり，学習内

容を反映したものであることがわかった．つまり，提

案した方法は，質の高い行動基準を立てるために一定

の効果があることが示唆された．一方，自己分析の有

無による違いについては明確にはならなかった．また，

他者の意見を取り入れるまでには至っていないことも

わかった． 

この理由として，まずは群間の事前の知識に差があ

り，統制群が高かったことが挙げられる．特に本実践

では，知識の教授は行っておらず，これまでの知識を

前提とした行動基準作りとなっている．行動基準を作

成する際に，どのような手順でそれを実行できるかな

どを調べられるようにするなどの工夫が必要であると

考えられる． 

また，自己分析について，項目数が多いため，観点

は満たしていたが，一つ一つの内容が浅い分析に終わ

っている様子が見られた．さらに，両群で行った事例

を考える活動も，必ずしも違う考えを持ったペアを組

むことはできなかったため，意見を共有するにとどま

り，別の視点を取り込むまでには至っていないと考え

られる．これを解決するためには，自己分析の結果を

ペア活動の組みあわせに生かすなどの工夫が必要だと

考えられる． 

今後は，これらのことを改善し，学習活動を再設定

し，実践を行って，指導法を精緻化していきたいと考

えている． 

 

付 記 

本稿は，近藤啓史 2016 年度修士論文「U 曲線モデル

を援用した情報モラルにおけるルール作成型の指導法

の提案」の一部の実践を，データの再分析等を行い再

構成したものである． 

表 5 行動基準の採点基準と採点結果（行動基準数） 

  2 点 1 点 0 点 

行動の容易さ 何を行動するかが書かれており，

実行することが容易である． 

何を行動するかが書かれてい

るが，実行することは難しい． 

何を行動するかが書

かれていない 

実験群（N=54) 28 2 24 

統制群（N=40) 24 1 15 

SNS の内容 オンラインコミュニケーション

に関する内容であり，トラブルの

回避に役立つものである． 

オンラインコミュニケーショ

ンに関する内容であるが，ト

ラブルの回避とは関連があま

りない． 

オンラインコミュニ

ケーションに関する

内容でない 

実験群（N=54) 45 4 5 

統制群（N=40) 38 1 1 

行動の手順 どのように行動するかの手順や

注意点が明確に書かれている． 

どのように行動するかの手順

や注意点が書かれているが，

不明確である． 

どのように行動する

かの手順や注意点が

書かれていない． 

実験群（N=54) 18 21 15 

統制群（N=40) 16 22 2 

活動からの気づき 

 

ペアワークで聞いた考えや出し

合った意見を取り入れた行動基

準である 

自己分析やペアワークの活動

の結果を取入れた行動基準で

ある 

今日の活動を取りい

れた行動基準になっ

ていない 

実験群（N=54) 0 24 30 

統制群（N=40) 0 21 18 
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